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第１節 高まる高等教育への期待

と責任 

 

 知識基盤社会とも呼ばれる 21 世紀は、常

に新しい知識・技能を習得し、習得した知

識・技能を活用して様々な課題を解決して

いく能力が必要だと、2008 年 1 月の中教審

答申に記載されている。日本における小学

校から大学までの各教育機関は相互に連携

を図りながら、知識基盤社会で求められる

人材を育てることが一層求められる時代で

ある。 

 日本における大学・短大への進学率がつ

いに 50％を超えた。このことは大学・短大

という教育機関を経てから社会に巣立って

いくというルートが主流になることを意味

し、大学･短大が担う社会的責任、つまり若

者を社会に送り出す最後の教育機関として

の責任がこれまで以上に大きなものになる

と言えるだろう。 

 大学・短大への社会的な責任が高まるな

かで、教育再生会議と教育再生懇談会の報

告や教育振興基本計画、そして 2008 年 3

月に審議まとめが出された「学士課程教育

の構築に向けて」において、高等教育の果

たすべき役割や目指すべき方向性が示され

ているように思われる。これらの報告書な

どに共通しているのは、「国際化」と「教育

の質向上」ではないだろうか。 

 

国際化 

「国際化」とは、門戸を世界に開き、国際

通用性を高める、つまりグローバル化へ対

忚するということである。現在、優秀な大

学生・大学院生は世界中の大学の取り合い

になっており、企業などで働く社会人だけ

でなく学生・大学院生の国際流動性が高ま

っている。日本の大学は、国内にしっかり

と軸足を置きながらも、EU やアメリカ、

中国をはじめとして世界の動きをウォッチ

することが重要である。これは単に海外か

らの留学生の受け入れにとどまらず、日本

の高校生の進学先が国際化することをも意

味している。2008 年 5 月に出された「教育

再生懇談会」の第１次報告の中にも、「英語

教育を抜本的に見直す」という項目が盛り

込まれている。英語教育の抜本的な見直し

によって、英語が使える日本人の高校生が

今よりも飛躍的に増加すれば、英語圏の大

学への進学者数が増えることが予想される。

したがって、国内の高校生や学生に対して、

自大学の教育が国内だけではなく世界の中

でどのようなポジションにあるのかを示す

ことが求められるだろう。また、海外の高

校生や学生に対しても同様に、世界の中で

どのようなポジションにあるのかを示すと

ともに、留学生特有の情報発信も必要にな

るだろう。どんな教育を受けられるのか、

どんな学位が授与されるのかなどを世界標

準の用語を用い、website において英語や

中国語など多言語によって紹介する必要が

ある。大学もグローバル化の波を受け、「国

際化」しなければならなくなったのである。 

 

教育の質向上 

次に、「教育の質向上」である。「国際化」

する際には、教育内容やレベル、授与する

学位などが世界の中でどのような位置にあ

るのかが問題となる。日本の大学教育の質

は世界各国と比較するとどのような位置に

あるのか、15 歳で実施される PISA のよう
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な国際調査は存在しないので確たるエビデ

ンスはない。日本に限らず世界中の大学の

「国際化」が推進されることによって、世

界中の大学教育の質の比較が進むだろう。

質を比較するには、比較に用いる基準をそ

ろえる必要があり、結果的に世界の大学の

教育内容の標準化も進むだろう。世界には、

エネルギーや環境、食糧など各国単位では

解決できないグローバルな課題が増えてい

る。これらの課題を解決するためには、研

究・開発が欠かせず、企業だけでなく大学

の果たす役割は非常に大きい。大学が優れ

た研究・開発の拠点としての役割をになう

ためには、教育の質向上が求められる。 

日本の大学はユニバーサル段階に移行し

多様化しているため、教育の質で求められ

ることも一律にはなりえない。ひとつは、

世界トップクラスの研究拠点となるための

教育の質。国際社会での位置を維持・向上

するための教育の質ともいえるだろう。も

うひとつは、教育の質の底上げ。尐子化の

なかで上昇する大学進学率によって入学生

の質が低下し、結果的に大学の教育の質が

下がっているのではないかという世間の不

安を払拭するためにも、「底上げ」は欠かせ

ない。今日の学力低下問題のひとつのきっ

かけにもなった「分数ができない大学生」

などの問題は、すでに解決されたのだろう

か。 

 

課題探求能力の育成 

教育の質を高めるためには、結果的にど

のような力が身に付くのかという「学習成

果」を具体的にすることが重要である。特

に、知識基盤社会で大学に求められている

のは、「課題探求能力」の育成だろう。 

とはいっても、これをすべての大学生に

身につけさせるのは至難の業である。大学

入学までにどのような力を身につけたか、

あるいはどのような学習方法を経験してき

たのか、大学に何を期待しているのか、大

学で何をしたいのか、など個人によって

様々であり、大学も多様化しているがそれ

以上に学生も多様化している。このような

多様化した学生に対して、「課題探求能力」

を身につけさせるにはカリキュラムや講義

内容の工夫が欠かせないだろう。大学教育

の場合、小学校～高校のように「学習指導

要領」はない。最終的には、各大学の努力

にゆだねられるところが大きいのが特徴で

ある。ユニバーサル段階に移行した今、学

生自らの学習意欲が湧き出ることを待つと

いうだけでは、到底、学生が求める「学習

成果」を与えることはできないだろう。各

大学には、社会的な期待と責任が高まるな

か、教育の質向上に向けてさらなる努力を

望みたいところである。 

------------------------------------------------------- 

「参考資料」 

● 教育再生会議（最終報告）社会総がかり

で教育再生を 

【教育内容】 

・ 心身ともに健やかな徳のある人間を 

育てる 

・学力の向上に徹底的に取り組む 

【教育現場】保護者の信頼に忚える学校 

づくり 

【教育支援システム】 

【大学･大学院改革】世界をリードする 

大学･大学院を目指す 

・ 大学は「教育の質」を高め、成績評価の

厳格化を図り、卒業生の質を保証する 
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・ 大学は教養教育を重視し、社会や産業界、

地方公共団体との連携を深め、社会人と

しての基礎的能力と専門的能力を備え

た卒業生を送り出す 

・ 大学は学長のリーダーシップにより改

革を推進するとともに、「学部の壁」を

破り、新しい学問分野の開拓･創出や社

会の発展に寄与するため、教育組織を再

構築する 

・ 大学院は国際公募による第一級の教員

の採用と国内外からの優秀な学生の獲

得に努力し、国際競争に勝ち抜ける世界

トップレベルの教育研究水準を目指す 

・ 国公私立大学の連携により、国公私を通

じた大学院の共同設置や地域における

学部教育の共同実施を推進する 

・ 国立大学法人は教育水準の向上のため

必要に忚じ「定員縮減」や「再編統合」

を推進する 

・ 大学･大学院の国際競争力強化のため、

改革の推進とともに、高等教育に対する

投資を充実する。競争的資金の充実とと

もに現在の基盤的経費の取り扱いはし

かるべき時期に見直す 

【社会総がかり】 

 

●教育再生懇談会（第一次報告） 

１．子どもを有害情報から守る 

２．若い保護者の子育てを支える 

３．「留学生 30 万人計画」に国家戦略と 

して取り組む 

４．英語教育を抜本的に見直す 

５．実践的な環境教育を展開する 

６．学校の耐震化を早急に進める 

 

●教育振興基本計画～「教育立国」の実現

に向けて～（抜粋） 

基本的方向３ 教養と専門性を備えた知性

豊かな人間を養成し、社会の発展を支える 

① 社会の信頼に忚える学士課程教育等を

実現する 

② 世界最高水準の卓越した教育研究拠点

を形成するとともに、大学院教育を抜本

的に強化する 

③ 大学等の国際化を推進する 

④ 国公私立大学等の連携等を通じた地域

振興のための取組などの社会貢献を支

援する 

⑤ 大学教育の質の向上・保証を推進する 

⑥ 大学等の教育研究を支える基盤を強化

する 

 

●「学士課程教育の構築に向けて」 

（審議のまとめ） （抜粋） 

第 3 章 改革の具体的な方策 

第 1 節 学位の授与、学修の評価 

第 2 節 教育内容･方法等 

第 3 節 高等学校との接続 

第 4 節 教職員の職能開発 

第 5 節 質保証システム 
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第２節 学校教育の課題と 

     実態把握の方法 

 

（１）学校教育が当面する 5つの課題 

 

 臨時教育審議会の設置（1984 年）以降、

自由化・個性化・多様化の「3 化け」をス

ローガンとする改革が展開される過程で、

「一人ひとりの才能を伸ばし、創造性に富

む人間の育成」（教育改革国民会議のリポー

ト）が主張されてきた。 

 子ども達の個性を発見し、「興味・関心に

基づく教育をすれば自ら学び自ら考え解決

する力が育つ」とする＜強い人間モデル＞

が提示され、個性にあわせた教育を展開す

る事が重視されるようになった。とりわけ、

ここ 10 年間は改革のためのさまざまな解

決課題が並列的に示されたこともあって、

学校の役割は急速に深まりかつ拡がった。

これが教師の多忙化を招いている。 

 この 10 年余り、生徒・学生の実態把握の

ための教育調査を現場の先生方と共に続け

てきた。この過程で、さまざまな立場の先

生方から「悩み」や「苦しみ」を聞き、私

なりに当面する解決課題を整理してみた。 

 

１．「憧れ」を育て、「志」に高める 

 中高校生や大学生の将来をイメージする

力が衰えている。「人は、人とひとの関係の

中で人間となる」といわれるが、子ども達

は成長する過程で対人関係能力や自己制御

能力を「人やメディア」との交流を通して

身につけていくと考えられてきた。事実、

尐なくとも 1980 年代までは、学校・家庭と

企業の 3 位一体的な日本的教育システムが

機能していたため、学校で目立たなかった

生徒・学生が社会に出て人間的成長をとげ

て行くケースが見られていた。 

 自らロール・モデルになった経験のない

若者や、異年齢交流の機会がもてなかった

ためロール・モデルを発見できず、「いま」

と「わたくし」しか見ようとせずそれゆえ

他者評価を極端に気にする傾向が強まって

いる。 

 「自分さがし」が「小さなマユ」の中に

とどまっているため「なれない自分さがし」

に帰結し、「だめな私」といったネガティブ

な自己イメージを形成させている。このた

め、自分の潜在的な可能性にふまえた目標

と目標に近づくための方法や段取り（計画）

を伴う「志」は育てないと持てなくなって

いる。 

 「いい学校、いい会社、それで人生は安

泰だ」といった努力の上に成り立つ標準モ

デル。いいかえると同一目標社会が「失わ

れた 10 年」の間に解体し、地域連帯や人間

関係（心の交流）の喪失に伴って「他者に

働きかける力」が弱まっているという社会

の変化と、青尐年の「憧れ」や「志」の持

ちにくさとは密接な関わりがあるようだ。 

 

２．「みっともない」というモラルが失われて 

いる 

 「いま」と「わたくし」しか見ようとし

ない傾向が強まったため「倫理はすべて他

者に対してのものだ」という事が忘れられ

ている。私立中高校で「中２の担任はした

くない」という声をしばしば聞いた。これ

は自我が確立する発達段階にあるため、周

りの事に気づかなかったり「わがまま」と

とれる行動が起こりやすいからだろう。 
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 このため、「いやな事」「困ったこと」「つ

らいこと」などネガティブな感情を語り合

う機会を設け、自己開示させようとする取

り組みが展開されている。＜ジョハリの窓

＞の忚用だと考えられるこの手法が実践さ

れるプロセスで、生徒は「あいさつ」や礼

儀が対人関係をスムーズに進めるために不

可欠な行動であることを体験する。人を敬

い、人に感謝し、人を思いやる行動規範―

その中核は「愛」―は意図的に育てなくて

はならなくなっている。愛の心を美しい言

葉で表現する事が「あいさつ」であり、行

動に移すことが礼儀なのである。このよう

な自己開示によって「ありのままの自分」

を知ってもらい、友人からどう見られてい

るかを知る事が人間の社会化の出発点とな

るのである。 

 

３．「大人」になりにくい若者が増えている 

 「わたくし」の好みが価値基準であり行

動規範となっている生徒・学生が増えてい

る。「個性化」に対忚する行きすぎた子ども

中心主義の弊害はここに見られている。 

 不透明な未来より「いま」、不確実な社会

より「わたくし」を重視する傾向が強まっ

ている－これが「ワタクシ化」現象なので

ある。 

 本来、「学ぶこと」や「働くこと」は自分

と社会をつなぐ行動だが、自分自身に自信

がもてない（「务った存在」といったネガテ

ィブな自己イメージ）ことや、他者に対す

る役立ち感や私が必要とされていることが

実感できにくい事などが、他者や社会に働

きかける力を失わせ、子ども達の自立をさ

またげている。 

 友人評価は高いが自己評価は低い。－「あ

なたは立派、私はだめ」と感じたとき、人

間の交流分析からバーンは「务等、圧迫感、

嫉妬、逃避」といった言葉でその心理表象

を説明しようとしている。 

 ネガティブに自分をとらえたり、自信が

持てないと、ちょっとした壁にぶつかると

これを避けようとする。挑戦しなければ傷

つかずにすむからである。自分が「いい子」

であり続けるためには現状を肯定し困難を

回避した方が安全だと考える「そこそこ志

向」が強まっている。このような青尐年の

意識の変化が、社会の中での責任や役割期

待に忚えようとせず、自立できない若者を

つくり出している。 

 

４．「学びに向かう力」が衰えている 

 目標のない学びは存在しない。ところが

「志」＝目標を持ちにくく、たとえ目標が

描けたとしてもそれに近づく方法や段取り

を発見できない生徒や学生が増えている。

このため学ぶ意欲が生まれにくくなり、モ

チベーション・クライシスが学校の教育活

動をさまたげるようになっている。 

 「やる気」はその人の属性ではなく、そ

の人のおかれている状況によって起こった

り起こらなかったりする。多様なインセン

ティブが有効に機能する学校と、そうでな

い学校がみられるのはこのためであろう。 

 市川伸一教授が提唱される学習動機の 2

要因モデルに従って、動機づけへの反忚を

計測すると報酬志向や実用志向への反忚は

肯定度で 50～60 ポイントと極めて高い事

がわかっている。学ぶことによって実利が

得られる功利性（ユーティリティ）を追求

する志向性が強く、発達段階の低い児童・

生徒にとって学んだ結果何が得られるかを
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示し、「学びがい」を作品化などの取り組み

を通して実感させる事が「やる気」を育て

る必須の要件となっている。これは、企業

での「見える化運動」が重視されるように

なっている事とも対忚するが、行動した成

果を見える形にすると人間は「やる気」に

なるということであり、そのためにも学び

の目標やねらいを明確に示すことが不可欠

だと言えよう。 

 

５．基礎的な言語能力が低下している 

 小学生の場合、学校で学んだ事を生活に

生かす機会にめぐまれているため、学びの

役立ちを実感しやすい。しかし、中高校生

になると獲得した知識やスキルを実生活で

活用する機会は殆んどない。 

 このため学びの意味や価値が実感できに

くい。とりわけ、情報化社会とはいうもの

のディス・コミュニケーション状況の中で

生徒達は生活している。マンガやアニメ以

外には活字に接触しないし、漢字を知らな

くても生きていける。物言わぬ他者との対

話には背景知識を使ったり、論理的に物事

を考える力や他者の主張や心情を読み取り

判断することが必要なので、内発的な動機

付けが働き必要に迫られて学ぶようになる

のだが、高学年になるほど読書しなくなる

ので内発的動機を働かせる機会が失われて

いる。 

朝読書や NIE（教育に新聞を）活動など

の取り組みは言葉の復権をめざしているが、

児童・生徒の心の成長にとってどの程度寄

与しているのかは窺見する限り必ずしも明

らかではないし、読書習慣によって得られ

た知識や心情理解が日常生活の中での会話

に活かされているという評価も先生方から

聞き出す機会には殆んど遭遇する事はなか

った。 

 

（２）学校改革の推進と教育調査の実践 

 

１．教師の意志統一と学校改革 

 先生方が抱いている問題意識（何かおか

しいぞ）や危機意識（このままではヤバイ

ぞ）を形式言語にし、意志統一をはかるこ

とが学校改革を推進する上で欠かせない。

「全ての施策は存在に関わる事実確認から

始まる」といわれるが、さまざまな形で行

われている教育調査によって得られたデー

タ分析によって抽出された問題点や、先生

方が当面する「不安」や「悩み」をいくつ

かの「群」に場合わけし解決課題を構造化

すると、解決にむけた仮説がつくれる。 

 仮説の設定は、解決に向けたアクショ

ン・プランをイメージしなくては作れない。

この仮説を設定するプロセスで教師が抱え

ている問題意識や危機意識を当事者意識

（こうすればいい）に高め、解決をめざす

計画（アクション・プラン）を作成するた

めには教職員の間で何にプライオリティを

置くべきかをめぐってコミュニケーション

が展開されることによって意志統一が進む。 

 仮説は目標（ヴィジョン）に向かうため

の段取りであり、これを伴わないと解決課

題を構造化したとはいえないし、当事者意

識を形式言語にまとめ改革に向けた意志統

一を共有化する事はできない。 

 目標（ヴィジョン）の確からしさを検証

する手段が、自己点検・自己評価活動やス

テークホルダー（利害関係者）を対象とし

た調査による学校評価であり、教育調査（ア

クション・リサーチ）なのである。 
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 教師の当事者意識に基づく課題認識と解

決のための目標設定をステークホルダーと

しての生徒・学生・卒業生や保護者はどう

考えているのかを探るため、情意（理念・

信念）と認知（行動）の両面から客観的な

データを作成し、この定量的なデータに教

師の持つ定性的情報を重ね合わせる事で目

標の修正・再構築を試みるプロセス（議論・

批判）を経て当面する課題解決のための計

画（アクション・プラン）が策定される。 

 構成メンバーの意志統一（合意形成）の

方法については、学校の特性に忚じてさま

ざまな手法があるが、目標（ヴィジョン）

は抽象表現ではなく、具体化できるものは

数値化した方が行動に移しやすい。計画

（案）ができたら反対意見や異論があって

も行動に踏み出さないと計画倒れになる可

能性が強い。 

 解決にむけた計画を策定するプロセスで

発生する教職員の意志統一については、PJ

（プロジェクト・チーム）や WG（ワーキ

ング・グループ）による課題認識（問題・

危機意識）についての話し合いの中から出

てきたキーワードの場合わけとカテゴリ化

による解決にむけた仮説と計画（アクショ

ン・プラン）の策定といった方法が採られ

ていることが多い。 

 構成メンバーによる計画ができたら管理

職は職員会議などでこれを示し行動に移す

ことを指示しなければいけない。教育調査

にふまえた学校経営の視点から教育目標

（ヴィジョン）を明確化した学校は大きく

わけて 3 つの取り組みが志向されている。 

（１）読解力・英語コミュニケーション能

力などの言語能力や情報処理能力の育成な

ど実学（功利）的色彩の強い取り組み。 

（２）課題発見・解決力など上級学校での

課題探求能力の育成につながる基礎学習能

力を育て、学力向上をめざす取り組み。  

（３）自己形成の学び（自分さがしと自己

限定）を柱としたキャリア教育を推進する

ことによって「学びに向かう力」を育てる

取り組み。 

 （３）の自己形成の学びを基盤にして

（１）・（２）の取り組みは可能となるので

パラレルな取り組みが構想されている。こ

の 3 つの志向性のどこにプライオリティを

つけるのかを判断する基準が SI・UI（スク

ール・アイデンティティ）で、実行に当た

っては思い切った権限委譲を行った方が行

動につながりやすい。 

 現代の若者を語る時、パラサイト（親に依

存して自立しようとしない）・モラトリアム

（社会の中での役割期待を引き受けない）、

そしてフリーター・ニートといった若者バッ

シングともとれる論調がしばしば見られて

いるが、将来を担う若者が夢や志を持てな

いという事は社会の閉塞状況を反映してい

る。 

 

２．青少年の意識と行動の変化 

 今の若者たちは、リストラ・失業に始ま

り「いじめ」・自殺・家庭崩壊・・・など働

くことや生きることに喜びや希望を持ちに

くい社会の中で育ってきた。彼らに自分の

将来を「明るくイメージしなさい」と言う

事自体に無理があるのではなかろうか。青

尐年の変容とそれに対忚する効果的な施策

を展開するという伝統的な教育活動の枠組

みそのものが機能しにくくなっている。 

 極めて困難な状況に置かれているが、若

者の目に輝きを取り戻すためには自己制御
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能力・対人関係能力や基礎学習能力で構成

される「人間力」を育てなくては、わが国

の未来はない。教育以前にはどう役立つか

わからない「人間力」を育てることが、学

校に対するさまざまな批判に忚えることで

あり、教育改革の到達目標でもある。 

 不透明な未来より「いま」、不確実な社会

より「ワタクシ」が大切で、何の保障もな

い未来にむけて努力する事はむなしいとい

ったメンタリティ（心象風景）を持ってい

る若者が増えている。 

 人間力を育てるためには、「過去は変えら

れないが、未来は自分の力で創れる」とい

うポジティブ・セルフを前提とした価値観

や行動様式の定着が必須要件だ。「目標のな

い学びは存在しない」のだから「なりたい

自分」＝自我の確立は必要だし、「なりたい

自分」を「なれる（なるべき）自分」に近

づけるためには、社会の中での自分の役割

や価値を再発見させ、働く事の意味を考え

させることで社会との調整をはからなくて

はいけない。 

 社会が豊かになったため自分の将来につ

いての選択肢が増え、選べる事の楽しさを

生かせる若者と、何かを決める（自己限定

する）ことに疑いや無力感を持ち一歩踏み

出せない若者に 2 極化しつつある。 

 努力してもたいした事はできないと思い

込んでいたり、いつまでも夢を持ち続けた

いため努力しないし働かない。こうした若

者のメンタリティを打破するためにも先に

指摘したアイデンティティの確立を促す

「自己形成の学び」を柱にした教育活動は

欠かせない。 

 若者が自分の進路について選択すること

は、自己限定する事なのだが、彼らが気に

しているのは周りの他者の評価である。自

分自身に対する信頼を取り戻すためにも、

対人関係能力や自己制御能力の育成は避け

られない要件なのである。 

 10 代後半になると自分自身のことに興

味と関心が深まり自我の確立期をむかえる。

時には「ワガママ」といえる行動をとりな

がら「はてな」という問題意識が育ってく

るとされる。ところが現実には自立できな

い若者が生まれている。この親世代が殆ん

ど体験したことのない「若者」が高校卒（中

卒・高校中退者）を中心に増えている。 

 企業が求める人材要件についてはさまざ

まなデータがあるが、突出して求められて

いるのはコミュニケーション能力である。 

 人の言っている事をよく聞き理解すると

か、自分の言いたい事が自分の言葉で表現

できるといった、読む・書く・聞く・話す

などの行為（言語活動）は、児童・生徒・

学生の発達段階に忚じて階層化されカリキ

ュラム化されている。小学校高学年になる

と、情報や記号を場合わけして概念にまと

めるチャンク能力が育つので、抽象概念を

理解し、考え、表現することができるよう

になる。 

 若者の言語能力やそれを活用することに

よって獲得される状況把握力（スティエー

ション能力）は、「活字バナレ」と表現され

る言語文化の形骸化と共にその発達が阻害

されている。 

 話さなくても生きていける社会、大人と

一緒に何かをやり遂げた体験の喪失。「教

室」とはどんな場所なのかさえつかめず、

関心の持てるのは「自分」といった「子ど

も」のレベルにとどまっている幼形進化し

た若者が生まれたのはこのような社会的背
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景がある。 

 電子メディアによる具象的な情報は、知

的好奇心を触発することはあるものの、特

別な準備がなくても見ることができる。知

的好奇心を触発されない子どもは虚構と現

実の境界さえあいまいとなり、自分と今し

か見ようとせず時間軸の感覚を失っている。 

 新しい発見があると感動があり、そこか

ら活字メディアへ転移する事によって言語

活動につながる。しかし、幼尐年期に自分

の思いや感情を表出する機会が大人との接

触がないため失われ、集団的な遊びの中で

得られる身近なロール・モデルがいなかっ

たり、自らがロール・モデルとなる体験が

乏しいため状況（situation）を把握し、他

者の反忚を予測して行動に移すといったス

ティエーション能力の発達を阻害する環境

の中で育ってきた。 

 居心地の良い対人関係を保持したい気持

ちは強いのだが、異質な価値基準を持つ人

との接触体験が乏しいため人との関係の調

整がうまく行かず、自分の「好み」とあわ

ないとすぐ「キレ」てしまったり、がまん

ができないといった自己制御能力が未成熟

なまま大人になっている。 

 このような青尐年が増えてきたことが人

材要件として、他者の話しをよく聞いて根

拠ある批判や必要なら問い直すことができ

るコミュニケーション能力を企業が強く求

めることにつながっているのである。 

 このような青尐年の実態変化はここ 10

年余りの間に非連続の形で起こってきたた

め、6 年制の中高校の先生方はまったく異

質な生徒に 6 年ごとに出会うことになる。

1990 年代は「異邦人」であったものから最

近「異星人」にその表現が変化してきたの

は、子どもの意識や行動規範の激変ぶりを

伝える象徴的なメッセージなのである。 

 カタストロフィー現象が若者達の世界で

起こっている。この事が蓄積されてきた経

験知による対忚を困難にすると共に、実態

把握の必要性をもたらし教育調査の価値を

高めている。 

 だからこそ教育調査は調査そのものの妥

当性や縦断性を担保したものでなくてはな

らず、マスメディアが好んで取り上げる話

題性に迎合する事は却って教育現場を混乱

させる危険性を伴っている事を認識しなく

てはならない。 

 

第３節 学生満足度調査と 

大学評価 

 

（１）大学評価に関わる 2つの考え方 

 

 大学が提供するサービスの質が一定基準

をどの程度満たしているかを検証する機関

として、大学基準協会や大学評価・学位授

与機構さらに日本技術者教育認定機構

（JABEE）などがある。また、研究・教育・

経営の 3 分野について、評価規準や評価の

方法を研究することを目指して大学評価学

会が 04 年 3 月に結成された。 

 わが国で評価の視点が重視されるように

なってきた背景として次の 3 点が指摘され

ているが、それはすぐれて「時代認識」と

関わる問題なのである。 

１）高等教育機関の質保証をめぐる国際

的動向。－OECD や UNESCO による大学

評価に関わるデータ・ベース構築の動きや、

消費者保護の立場から大学の品質保証を考
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えるWTOの動きがこれにあたる。これは、

工業化社会から知識産業社会への移行とい

う構造的変化によるもので、知の源泉とし

ての大学の国際競争力がその国の競争力に

直結する時代に入ったことを示している。 

２）「小さな政府」への移行が課題となり

NPM(New Public Management)の考え方

と施策が推進されている。－高等教育機関

の間で学生や研究資金獲得競争が起こって

おり、わが国でも高校生が海外の大学・専

門学校への進学を目指したり、中国からの

留学生が減尐していること。さらには研究

費の配分が研究や教育の成果によって決ま

るという現実に直面している。教育費の国

家予算の GDP に占める割合が低い事につ

いての問題は１）の国際競争力とも関係す

るが、志のある大学人の間で批判が強まっ

てきており、所得の再配分機能をもつ教育

の社会の中での位置づけを考えなおす局面

を迎えている。 

３）ユニバーサル段階に入ったとされる

高等教育の大衆化。－これに伴う大学の機

能分化は避けがたい課題となり、大学の特

色づくりがようやく模索されはじめた。750

をこえる大学・短大が同質のものだとは誰

も考えていない。不思議な事に大学進学は

ひとくくりのものととらえられてきた。こ

れは評価という文化が存在しなかったわが

国の特殊な事情によるもので、研究大学院

大学から専門（専修）学校に近い大学・短

大までを殆んど同質の大学と一元的に考え

てきた文化は急速に解体するだろう。 

 

 個々の大学が到達目標を設定し、その達

成度を自己評価する自己点検・自己評価の

手法は、自己弁護的であったり、到達目標

や評価規準そのものが恣意的になりやすい

が、大学の個性を明らかにし、中教審が 05

年答申で例示した機能分化の 7 つの方向性

に結びつけ、大学の個性を訴求する事がで

きれば教育による付加価値の生産を高める

事になる。 

 個々の大学の品質保証という絶対評価の

手法ではなく、顧客やステークホルダーの

満足度（いわゆる CS）を多元的な尺度で相

対評価しようとするのが学生満足度調査で

ある。大学評価学会が意図する 3 分野のう

ち「教育」についての活性化のレベルの計

測をめざして、学生の人間的成長という視

点から大学生活や学習活動についての行動

や満足度（成果実感度）を計測している。

われわれは、これまで相対評価の視点から

教育調査を行い、学校教育が当面する課題

を抽出し、品質を高める施策の立案に資す

る客観的なデータを提供してきた。 

 文科省が「教育 GP」の採択に当たって重

視している評価方法にも、学生による授業

評価や教育能力（教師力）に関わる視点が

示されているが、大学が進めている授業評

価や FD の進捗に関わる客観的なデータを

提供する事によって、自己評価を相対化し

大学の「強み」や「弱み」を抽出するため

に活用していただきたいと願っている。 

 教育活動による付加価値は、学生の人間

的成長とその達成度を計測することによっ

て数値化しうる。1990 年代以降、大学入試

センターが示してきた能力・資質項目やカ

リキュラム要素は大学教育のみならず中等

教育でも参考にしうる観点が含まれている。

最近提唱されている経産省の「社会人基礎

力」や文科省の「学士力」の計測が現実の
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ものとなるためには、相当の時間が必要で

あり、大学セクターがこれを受け入れるな

ら大学評価に新しい局面を切り拓くものと

なるだろう。 

 個々の大学が当面している解決課題を抽

出するためには、学生の全体像のみならず

層化無作為標本抽出（stratified random 

sampling）の手法を用いて学生をその発達

段階に忚じて場合わけする事が有効である。

これが、IPS 尺度（Identity Pattern Scale）、

SCS 尺度（Self concept Scale）や授業総合

満足度などの尺度である。 

 

（２）教育評価指標と観点の整理 

 

 教育評価の観点と指標の位置づけを０－

１としてまとめた。これがわれわれが試行

してきた教育評価指標の全体像であり、大

学教育のみならず中・高校教育で適用して

きた結果を第 3 章でリポートしている。評

価指標の作成に当たって絹川正吉先生（前

ICU 学長）からいただいた示唆やご教示に

依拠するところが多かったと感謝している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「認知的領域」は、学習行動とその成果

を計測する観点を示しており、FD 推進の手

段としての GPA、文科省提唱の「学士力」

やアメリカ合衆国の ETS が実施している

GRE(Graduate Record Examinations)に

代表されるようにテストを伴っている事が

要件となる。高校教育では進研模試による

学力計測に依拠することで、学力到達度

（Learning out comes）を数量化しうるが、

大学教育については学生を学力到達度につ

いて階層的にとらえうる尺度（ディファク

ト・スタンダード）がないため、「学生満足

度調査」は「情意的領域」の分析を中心に

せざるを得なかった。 

 このような理由で、Out-comes の領域に

ついては大学入試センターが作成した能

力・資質項目や「社会人基礎力」について

の生徒・学生の自己評価の分析にとどまっ

ている。 

 小林雅之教授（東京大）などによると、

「学生満足度調査」は市場型大学評価に分

類されているが、大学教育に対する満足度

を先に掲げた〔Ⅳ〕の領域の一部を数量化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０－１ 教育評価の観点とその位置づけ 

〔Ⅱ〕基礎的学習能力 〔Ⅰ〕功利的報酬の取得

〔Ⅲ〕 市民としての資質
アイデンティティ・自己概念

〔Ⅳ〕学校生活満足度

学習スキル（技能・方略）
思考力と表現力
専門領域の知識と技能
テクニカルな技能

学歴取得とキャリア教育
学ぶ力としての学力
生涯学習力
技術・技能の活用

授業満足度
自己制御能力
対人関係能力

価値観や行動規範
興味・関心と不安や悩み
やる気とインセンティブへの反応

内面的 行動的

認知的／Out-comesの領域

情意的／Affectiveの領域
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すると巻末に掲載した「ランキング表」が

作れる。これは教育調査の結果の一部分を

示しているが個々の大学の「強み」「弱み」

を相対化しうる資料にすぎず、「学生満足度

調査」の全体像を示すものではない。 

 

（３）大学評価情報として何が求められて

いるか 

 

 未来顧客である高校生とその指導に当た

っている進路・キャリア指導担当の先生方

がどんな大学情報を求めているのかを整理

した０－２に注目しよう。 

 これは 25 の設問項目それぞれの重視度

（横軸）と把握度（縦軸）について数量化

し、座標の中にプロットして作成したデー

タである。 

＊詳細なデータは、ベネッセ教育総研「高等学校の進路

指導に関する意識調査」（04 年 9 月刊 ｎ=1,765 校）

に収めている。 

 これによると、回帰曲線より上に位置づ

けられる G 入試選抜関連情報は重視度より

把握度が相対的に高く、入試難易度や小論

文を含む大学入試での出題傾向などの把握

はできていると考えている教員が多い。重

視度はやや低下するが「22 伝統・知名度」

もこれに準ずる位置を示している。これら

の情報は、大学セクター以外の情報誌や高

校側からの発信によって生徒や保護者に提

供され、妥当性の高い情報として受験生の

多くが志望大学・学部を決定する時にこの

2 つの要件を重視していることを示してお

り、その傾向は共通一次試験が始まって以

降 30 年間変動していない。 

 ところが本章第 2 節で指摘したように、

ここ 10 年余りの間に高校生の価値観や行

動規範に変化が起こり、功利性を追求する

志向性や不確実な目標の達成にむけた努力

そのものを回避する「そこそこ志向」が強

まっている。自分の将来が描けず、目標が

あいまいになっているため私的価値を重ん

ずる「ワタクシ化」現象が強まった。この

事を反映して大学進学に実利的価値を求め

るニーズが高まり、その根拠を得ようとし

て、D 卒業生に対する社会的評価に関わる

情報が重視されるようになっている。重視

度は G 入試選抜関連情報とほぼ同一水準に

達しているにも関わらず、この情報ニーズ

に大学セクターは忚えておらず「把握度」

は平均点前後のレベルにとどまっている。 

 さらに把握度が低いのが「C 教育方法の

改善」と「E キャリア教育の充実度」に関

わる情報で、いずれも 10～20％レベルにと

どまっており、大学における自己点検・自

己評価が実施されているとはいえ情報発信

は高校現場には届いていない。「D－4 卒業

後の実力評価」は仮に「学士力」の計測が

行われると、大学入試センター試験なみの

レベルで出口に関わる大学の教育力につい

ての実態が明らかになると思うが、とても

現状では実現するとは思えない。 

 C・D・E に関わる情報を提供することは、

高校生が入試難易度や大学の知名度といっ

た情報以外の情報に接触でき、将来の目標

に近づく方法と段取りを考える契機になる

と考えているからである。 

 したがって、第 2 節で抽出した 5 つの解

決課題に迫るための教育資源（リソース）

を提供する事によって、「志」の育成に役立

てて欲しいという願いを「見える形」にし

ようという試みが「学生満足度調査」なの

である。 
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 次に、大学における教育力向上にむけた

FD 進捗などに関わる大学人の認識と学生

の評価との間には超え難いと思われる程の

ギャップが存在していることに注目したい。

具体的なデータは示していないが、①授業

改善＝（クラスのサイズ・授業レリバンス・

授業科目の履修指導・リメディアル教育の

工夫など）に対する学生評価は低い。②キ

ャリア教育＝（自己形成の学びに関わる機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会や場の設定）や「自分さがし」に関係す

る適性診断とその後の指導・助言。さらに

は、③出口指導＝進路・就職相談が単なる

就職先の紹介やマッチングのレベルに終わ

っている（尐なくとも学生はこのように受

け止めている）ため学生の評価は低いレベ

ルにとどまっている。 

＊詳細なデータは、「Between」（08 年春号）に収めら

れているので参照されたい。 

０－２ 高校教師が求める大学情報とその把握度 

ベネッセ教育総研 「高等学校の進路指導に関する意識調査」　　2004年6・7月 高等学校の進路指導担当教諭　n=1,765により作図。
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 これらのカテゴリは、かなり多くの学生

が不安・悩みやジレンマを抱えていると考

えられるので、改善するための取り組みを

強化しなくてはならない。これらの課題解

決を目指すためには、学生評価の高い大学

を特定し、その実践事例に学ぶ必要がある。

このような意図で具体的なテーマについて

の満足度ランキングを作成した。 

 21 世紀大学経営協会（NPO）は 05 年 5

～6 月にかけて「社会に出た卒業生からみ

た母校の「教育力」」についての調査を行っ

ている。大学教育を受けた結果、人間力の

向上をどの程度実感しているか、就業体験

に基づく大学教育の有効性の評価などの新

しい知見をわれわれに与えてくれた。 

この報告によると、「人間形成が図れた

（58.4％）」「卒業後の仕事や生活への役立

ち（57.1）」などの肯定率に較べて「学習意

欲がわく授業が多かった」など授業満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は 25.7％と低かったことを指摘している。

教育や学習による付加価値の獲得について

は、「感性や人間性の豊かさ」「すべき事を

実践する態度」などが獲得できたと振り返

って評価している卒業生は 62～65％レベ

ルに達し、社会人（市民）としての資質形

成に大学教育が寄与していることを報告し

ている。 

 

（４）大学教育による付加価値獲得の実態 

 

 大学入試センターが 1990 年代以降提示

してきた能力・資質項目について、大学人

の要求、社会人（35 歳未満の大卒者）の習

得と必要度。ならびに大学生（2～4 年）の

習得肯定度を整理した０－３を注目しよう。 

 ここに掲げた能力・資質項目は、大学人

が入学時に求める要求レベルより、社会人 

にとって業務遂行上の必要度が高く仕事を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０－３ 能力・資質要件の要求・習得・必要度の計測 

A入学時
の大学人
要求度

B学生の
習得

肯定度

B/A
大学人と
学生の
ギャップ

C社会人
卒業時習
得肯定度

C／B
大学での
伸び率

D社会人
業務上
必要度

C／D
社会人
ギャップ

D／A
大学人の要
求と必要の
ギャップ

12 論理的思考力 76.6 45.3 0.59 65.3 1.44 87.6 0.75 1.14

16 創造的思考（発想）力 69.2 45.1 0.65 58.0 1.29 82.4 0.70 1.19

18 判断力 53.8 48.2 0.90 55.1 1.14 76.8 0.72 1.43

15 読書力（習慣） 56.5 53.0 0.94 59.1 1.11 64.2 0.92 1.13

Ⅰ思考力 64.1 47.9 0.75 59.4 1.24 77.7 0.76 1.21

1 自己（言語）表現力 79.7 44.8 0.56 53.8 1.20 95.7 0.56 1.20

14 文章表現力 72.6 49.7 0.68 57.5 1.16 82.4 0.70 1.13

Ⅱ表現力 76.1 47.2 0.62 55.6 1.18 89.0 0.63 1.17

70.1 47.6 0.68 57.5 1.21 83.4 0.69 1.19

2 探求心 66.5 56.4 0.85 61.7 1.09 80.2 0.77 1.21

17 持続力 61.5 52.9 0.86 55.6 1.05 64.2 0.87 1.04

4 協調性 70.7 70.3 0.99 64.4 0.92 80.1 0.80 1.13

9 知識・教養 69.9 55.4 0.79 62.9 1.14 70.6 0.89 1.01

6 謙虚・まじめ 60.5 58.1 0.96 57.2 0.98 80.8 0.71 1.34

A 学びに向かう力 65.8 58.6 0.89 60.4 1.03 75.2 0.80 1.14

以上11項目平均 67.0 52.6 0.79 59.1 1.12 78.6 0.75 1.17

Ａ　2004年7月調べ 「高大接続に関する調査」 n=959 学部長などの大学人
Ｂ　2004年6～9月調べ「学生満足度と大学教育の問題点」（05年刊）
ＣＤ　2005年6～7月調べ「ステークホルダー調査」n=720　対象92～04年就職者

B 学ぶプロセスで必要となる学力

カテゴリ
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やり遂げるために不可欠な要件であること

を示している。D／A の項目を見ると、要

求レベルとの間に乖離が発生するのは「18

判断力」と「６謙虚・まじめ」である。企

業での業務は絶えず「判断すること」が求

められ、協働の上に業務は成り立っている

ため「謙虚・まじめ」は大学人が考える以

上に必要な要件で就職する時の面談は最終

的には「一緒に働く仲間になって欲しいと

思えるか否か」で決まっている事を考える

と、自己制御能力や対人関係能力を育てる

事は欠かせない。 

 

 学生の習得肯定度が低いのは「B－Ⅱ表現

力」、とりわけ言語（自己）表現力で 45 ポ

イントのレベルにとどまっている。同じレ

ベルの「12 論理的思考力」や「16 創造的思

考力」が学士課程の時期に大きく伸びるの

に対して「7 言語表現力」の伸びは小さい。

企業が最も強く求めているのがコミュニケ

ーション能力である事と関連づけると、第

2 節で指摘した「5 つの課題」のうち言語能

力を育てるための取り組みは、大学教育に

おいても避けられない課題となっていると

考えられよう。 

 これに対して、「A 学びに向かう力」とし

てカテゴリ化した 5 つの資質は、大学人の

要求レベルとの乖離は小さいが、伸びもま

た小さい。卒業時の習得肯定度と就職して

からの必要度とのギャップも小さく「人間

形成がはかれた」とか「業務遂行上での役

立ち度」が高いとする「母校の「教育力」」

調査の指摘とほぼ一致する傾向を示してい

るようだ。 

 学士課程教育を通して大きく伸びるのは

「Ⅰ思考力」で、D 社会人の業務遂行上の

必要度とのギャップも相対的に小さく、「A

学びに向かう力」を構成する資質項目と共

に学士課程教育が一定の教育効果をあげて

いるのではないかと考えられる。 

０－４は、経済産業省が提示している社

会人基礎力について、企業の要求レベルと

高 2・大学生の肯定度を直近の教育調査に

依拠して整理したものである。 

社会人基礎力の構成要素と大学入試セン

ターが示す能力・資質項目は重複するもの

が多く、社会が求めかつ人間的成長を示す

と考えられる要件に大きなズレがないこと

を示している。 

 このデータによると、企業が強く求めて

いるのは「Ⅰアクション（行動力）」と「Ⅱ

シンキング（思考力）」であり、なかでも「課

題を発見しその解決に向けて創造的思考力

を働かせながら、主体的に取り組む力」を

強く求めている。大学教育は企業が求める

力の育成に必ずしもこだわらなくても良い

が、学士課程教育の到達目標が課題発見・

解決力の育成にあるとすれば両者の間には

整合性が存在していると考えられるだろう。 

 高2の肯定度は全体として20ポイント強

のレベルで極めて低く、ネガティブな自己

イメージを持ちやすい特徴を示している。

しかし、大学生になると 40～50％の増加率

を示す項目が多く、なかでも「Ⅰ－3 実行

力」「Ⅱ－5 計画力」の伸びは 70％前後に達

しており、目標（課題解決）を実現するた

めの「段取り」や方法をつかみ取り、行動

に移せると考えている学生が 30 ポイント

弱に達している。 

 この肯定度のレベルについては、「5 計画

力」はともかく「3 実行力」は低いと指摘

するむきもあるが、実行に移すことは社会 
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人となって業務を遂行するプロセスで獲得

する機会が得られると考えるなら、大学教

育の成果はある程度担保されていると考え

てよい。しかし、2 年から 4 年生にかけて

の経年変化を見ると、2 年生は○のつく項

目が多く、高２との対比でみても伸びは

30％弱にとどまっている。これに対して 4

年では殆んど全ての項目で□がつき、肯定

度が大きく伸びている事に注目したい。 

 学生満足度調査は 6～9 月に実施してい

る。このため 4 年生は就職活動を体験した

ことによって社会や他者に目をむけ、時間

軸や空間軸の中での自己を再発見・再確認

したり、相対化して観察する機会が得られ

ている。従って就職に向けたさまざまな体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

験が社会人基礎力を構成する能力・資質に

ついての自己評価の肯定度を高めたと考え

られる。 

 学士課程教育の成果が大学 3 年生の肯定

度に反映されているとすれば高 2 に対する

伸びは 36％に過ぎないと見る事もできる。

ちなみに高 2 に対して大学 4 年生の伸びは

73％に達しており、大学生の肯定度の伸び

の大半は 4 年生での就活体験成果が寄与し

ているといえよう。 

 就職活動が事実上 3 年次の後半から始ま

っている事を考えると、低学年での人間的

成長をうながすために教養教育やキャリア

教育の充実をめざす教育システムや学習活

動を構築することが求められている。この

０－４ 社会人基礎力／企業の要求と生徒・学生の肯定度 

Ａ Ｂ 大学生の肯定度（学年） Ｃ大学 伸び率 充足率

カテゴリ
企業の
期待

高２ 2年 3年 4年 全体 C/B C/A

 1 主体性 物事に進んで取り組む 84.8 20.3 28.3 30.4 38.8 32.1 1.58 0.38

 3 実行力 目的を設定し行動する 81.0 16.6 22.1 24.1 38.0 27.7 1.66 0.34

 2 働きかけ 周囲の人に働きかけ、巻き込む 39.9 14.2 17.1 18.5 24.8 20.0 1.41 0.50

Ⅰアクション（踏み出す力） 68.6 17.0 22.5 24.3 33.9 26.6 1.56 0.39

 4 課題発見 現状分析による課題・目的の設定 79.1 25.5 28.7 30.3 40.2 32.8 1.28 0.41

 6 創造力 既存の発想にとらわれず解決法を考える 67.7 15.6 17.8 18.6 24.7 20.2 1.29 0.30

 5 計画力 課題解決のプロセスを明確にする 39.9 15.2 23.5 25.2 33.1 27.0 1.78 0.68

Ⅱシンキング（考えぬく力） 62.2 18.8 23.3 24.7 32.7 26.7 1.42 0.43

 9 柔軟性 意見や立場の違いを理解する 71.5 32.7 39.8 42.5 51.3 44.1 1.35 0.62

10 状況把握力 物事・他者と自分の関係を理解する 59.5 24.5 30.5 32.6 43.6 35.2 1.43 0.59

 8 傾聴力 相手の意見を引き出し、聞く 53.8 19.5 23.4 25.6 34.9 27.6 1.42 0.51

11 規律性 社会規範や約束を守る 41.1 42.7 59.2 62.2 67.0 62.5 1.46 1.52

 7 発信力 自分の意見をわかりやすく伝える 53.8 20.6 25.1 26.7 34.1 28.4 1.38 0.53

12 ｽﾄﾚｽ対応力 ストレスを成長の機会ととらえる 44.3 22.9 29.3 29.8 37.7 32.2 1.41 0.73

Ⅲチーム・ワーク（協働する力） 54.0 27.1 34.5 36.6 44.8 38.3 1.41 0.71

以上12項目相加平均 59.7 22.5 28.7 30.5 39.0 32.5 1.44 0.54

高2生＝ベネッセ教育研究開発センター「学習活動の検証に関わる31高校との共同研究」（07. 7～10） n=8,647、
企業＝経産省「社会人基礎力に関する緊急調査」（06年4月）などにより作表。
□○大学生の学年別はＣ大学全体より±10％以上の格差が発生したボックス、その他は12項目全体より±10％以上の格差が
発生したボックスを示す。
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解決課題は、高校教師側からの情報ニーズ

や大学人と学生の自己評価によるギャップ

から見ても浮上していたことなのである。 

 市場評価の立場からの学校評価は、学校

の序列化を補強するものだとのご指摘もい

ただいているが、知名度の低い－高校生を

はじめ一般の社会人が殆んど聞いたことの

ない大学の中から優れた成果を挙げている

事例が年々増加しているし、入試難易度が

高く、知名度のある大学で殆んど満足度ラ

ンキングに姿を見せない大学もあることか

ら見て、このご批判は必ずしも当を得てい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ないと考えている。 

 大学は学生満足度の向上にむけた努力を

真剣に行わなくては、経営そのものを困難

にし財政基盤の弱い法人は生き残れない。

帰属収入の大半を占める授業料を引き下げ

る事よりも、コスト削減を前提に満足度を

高めるための施策に資源投下を考えなくて

はならなくなっている。このためには、学

生の実態把握を行わなくては課題を焦点化

する事はできないし、教職員の意志統一を

はかるためにも実態把握が避けられないテ

ーマとなっている。 

 

 

□個別大学との共同調査の一例□ 

年度 個別大学 調査対象 特筆される調査項目

1999年 関西地区 私立大 在学生 入試形態別満足度の計測

2000年 首都圏 国立大 卒業生 会社員と公務員の満足度対比

2001年 首都圏 私立大 在学生 大学経営重点化のためのデータ作成

在学生

附属中学高校生

2001年 中京地区 私立大 在学生 大学経営重点化のためのデータ作成

在学生

高校生

2004年 首都圏 私立大 在学生 大学経営重点化のためのデータ作成

在学生

卒業生

企業人事担当者

2006年 中四国地区 国立大 在学生 大学経営重点化のためのデータ作成

卒業生（35才未満）の満足度調査

中京地区 私立大2001年

所在地域と出身地域別の満足度の対比

大学生、附属中高校生の対比

首都圏 国立大2006年

中四国地区 国立大2002年


